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令和 ４年 度  愛 知 労働 局行 政運 営 方 針お よび 最重 点 課 題  

 

令和 ４年 度の 愛 知 労働 局運 営方 針 で は、  

 ● 雇 用 安 定 の 実 現 や デ ジ タ ル 人 材 育 成 に 関 す る 課 題 と 対 策  

 ● 多 様 な 人 材 の 活 躍 促 進 に 関 す る 課 題 と 対 策  

 ● 誰 も が 働 き や す い 職 場 づ く り に 関 す る 課 題 と 対 策  

の三 つを 最重 点 課 題と して 位置 づ け 、四行 政（労 働基 準 、職 業安 定、

雇用 環境 ・均 等 、 人材 開発 ）の 連 携 を密 にし 、労 働 行 政を 総合 的に

推進 して まい り ま す。  

 

 労 働基 準部 で は 、以 下の 内容 で 対 策を 推進 して ま い りま す。  

１ .最 重 点 課 題 の 対 策  

（ １ ） 誰 も が 働 き や す い 職 場 づ く り に 関 す る 課 題 と 対 策  

  ① 長 時間 労 働 の是 正  

   月 80 時 間 超の 時間 外・休 日 労働 が行 われ て い る と 考え られ る

事業 場に つい て は 、そ の全 数に 対 し 監督 指導 を実 施 し 、長 時間

労働 の削 減と と も に、 労働 時間 の 適 正把 握や 割増 賃 金 の全 額支

払い を徹 底さ せ る こと によ り、 そ の 定着 を図 りま す 。 また 、長

時間 の過 重労 働 に よる 過労 死等 の 労 災請 求が 行わ れ た 事業 場に

対し ても 、全 数 監 督を 実施 し、 上 記 指導 に加 えて 、 過 労死 等が

発生 した 原因 究 明 を行 い、 再発 防 止 対策 の確 立と そ の 徹底 を指

導し ます 。  

  ② 長 時間 労 働 につ なが る取 引 慣 行の 見直 し  

   長 時間 労 働 の要 因の 一 つ と も いえ る大 企業 ・ 親 事業 者の 働き

方改 革に 伴う 下 請 等の 中小 企業 へ の 「し わ寄 せ」 防 止 につ いて

は 、11 月の「 し わ寄 せ防 止キ ャ ン ペー ン月 間 」に 集 中的 な周 知

啓発 を行 う等 、 引 き続 き、 関係 省 庁 と連 携を 図り つ つ 、そ の防

止に 努め ます 。  

  ③ 生 産性 を 高 めな がら 労働 時 間 短縮 に取 組む 事 業 者の 支援  

   中 小企 業 ・ 小規 模事 業者 等 が 生産 性を 高め つ つ 、労 働時 間短

縮等 に向 けた 具 体 的な 取組 を行 っ て 働き 方改 革が 実 現 でき るよ

う、 中小 企業 ・ 小 規模 事業 者等 に 寄 り添 った 相談 ・ 支 援等 を推

進し ます 。  

（ ２ ） 労 働 者 が 安 全 で 健 康 に 働 く こ と が で き る 環 境 の 整 備  

   こ れま で 愛 知労 働局 が安 全 衛 生管 理の 重点 と し て推 進し てき

たリ スク アセ ス メ ント のプ ロセ ス は 、生 産性 や品 質 向 上等 を図

るプ ロセ スと 一 体 をな すこ とが 可 能 なも ので す。 そ こ で、 事業

者が 安全 衛生 管 理 を事 業運 営と 一 体 的に 捉え て、 労 働 災害 防止

に係 るリ ーダ ー シ ップ を発 揮す る 「 安全 経営 」の 理 念 の下 、成

熟し た安 全衛 生 管 理の 定着 に向 け た 、よ り効 果的 な 発 信等 を図
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るこ とと しま す 。  

   具 体的 に は 、以 下の 取組 を 重 点的 に推 進し ま す 。   

①重 篤な 労働 災 害 防止 に向 けた 業 種 毎の 課題 に応 じ た 対策  

 重 篤な 労働 災 害 を防 止す るた め に は、作 業に 関わ る 危な さ（リ

スク ）を 把握 し 、 リス クに 応じ た 適 切な 管理 を行 う こ とが 必要

です 。 ま た、 適 切 なリ スク 管理 の た めに は、 リス ク ア セス メン

トの 正し い理 解 が 必要 です 。  

 そ のた め 、昨 年 度に 引き 続き 、「 リ スク アセ スメ ン ト 出前 講座 」

の開 催を 中心 と し てリ スク アセ ス メ ント の普 及促 進 に 努め ると

とも に、 より 一 層 、リ スク アセ ス メ ント の導 入・ 定 着 を図 るた

めに 「愛 知労 働 局 リス クア セス メ ン ト推 進事 業場 宣 言 」制 度の

浸透 を図 るこ と と しま す。  

②高 年齢 労働 者 の 労働 災害 減少 に 向 けた 対策  

高齢 化 社 会の 進 展 に伴 い、近 年、労 働災 害の 被災 者 の 約 25％                 

が 60 歳 以 上の 高 年齢 労働 者と な っ てお り 、高 年齢 労 働者 の体 力

面等 の特 性を 踏 ま えた 対策 を推 進 す るこ とが 喫緊 の 課 題と なっ

てい るこ とか ら 、「エ イジ フ レン ド リー ガイ ドラ イ ン 」に 基づ く

対策 の推 進を 図 る こと とし ます 。  

  ③ 労 働者 の 健 康確 保に 向け た 対 策  

   職 場に お け る化 学物 質等 に つ いて の自 律的 な 管 理へ の移 行が

検討 され てい る 中 、化 学物 質リ ス ク アセ スメ ント を 中 核と した

実効 性あ る管 理 の 仕組 みの 定着 が 求 めら れて いま す 。  

   ま た、 メ ン タル ヘル ス不 調 者 の発 生を 未然 に 防 ぐた めの 管理

の仕 組み や、 治 療 と 仕 事の 両立 支 援 の仕 組み の定 着 も 、そ れぞ

れ求 めら れて い ま す。  

   こ うし た 課 題に 加え て、 熱 中 症予 防対 策、 腰 痛 対策 等を 中心

とし た 職 業性 疾 病 予防 対策 及び 改 正 石綿 障害 予防 規 則 等の 推進

につ いて も重 点 的 に取 組み 、労 働 者 の健 康確 保を 図 る こと とし

ます 。  

２ .最 重 点 課 題 以 外 の 各 種 対 策  

 （ １ ） 働 き 方 改 革 関 連 法 の 遵 守 ・ 定 着 に 向 け た 対 策  

   時 間外 労 働 の上 限規 制、 年 次 有給 休暇 の 取 得 義 務、 労働 時間

の状 況の 把握 義 務 の三 本柱 を始 め と した 改正 労働 基 準 法等 の遵

守状 況を 確認 の 上 、必 要な 指導 ・ 支 援を 行い ます 。  

   ま た、 時 間 外労 働の 上限 規 制 が猶 予さ れて い る 建設 業、 自動

車の 運転 業務 及 び 医師 につ いて は 、 業界 団体 や業 所 管 官庁 と連

携し た説 明会 を 開 催す ると とも に 、 監督 署の 「労 働 時 間相 談・

支援 班」 によ る き め細 かな 支援 に よ り、 事業 場に お け る自 主的

な取 組と 気運 の 醸 成を 図り ます 。  

 （ ２ ） 労 働 者 の 安 全 確 保 対 策  
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  ① 製 造業  

   広 くリ ス ク アセ スメ ント の 理 解・ 促進 を図 り 、 特に 災害 が多

発し てい る事 業 場 に対 し 重 点的 に 指 導を 行う 等、 リ ス クア セス

メン トを 軸と し た 安全 衛生 管理 の 向 上を 図り ます 。    

  ② 建 設業  

   施 工業 者 に 対し て 作 業計 画 段 階に おけ るリ ス ク アセ ス メ ント

の実 施の 定着 を 図 ると とも に、 発 注 者に 対し て は 施 工 時期 の平

準化 や建 設生 産 プ ロセ スに おけ る 新 たな 取組 みと し て の全 体最

適の 導入 等に つ い て要 請を 行い ま す 。  

  ③ 陸 上貨 物 運 送事 業 （ 道路 貨 物 運送 業、 陸上 貨 物 取扱 業）  

   荷 役作 業 時 にお ける 「墜 落 ・ 転落 」災 害が 多 く 発生 して いる

こと から 、災 害 が 発生 した 事業 場 に 対し て、 労働 災 害 検証 結果

報告 書等 を活 用 し た自 主管 理向 上 の ため の指 導を 行 う ほか 、荷

主等 に対 して 文 書 要請 を行 うこ と に より 、荷 役作 業 時 にお ける

作業 環境 の安 全 化 を推 進し ます 。  

  ④ 第 三次 産 業 （小 売業 、社 会 福 祉施 設、 飲食 店 ）  

 管 内で の波 及 効 果が 期待 でき る リ ーデ ィン グカ ン パ ニー 等を

構成 員と する 自 主 的な 安全 衛生 管 理 の向 上を 図る た め の協 議会

を運 営し 、そ こ で 得ら れた 知見 に 基 づき 指導 を行 う と とも に、

当該 指導 で得 ら れ た情 報を 協議 会 に フィ ード バッ ク す るこ とで 、

業界 全体 にお け る 安全 衛生 管理 水 準 のス パイ ラル ア ッ プを 図り

ます 。  

⑤転 倒予 防対 策  

 厚 生労 働省 が 主 唱し てい る「ス ト ップ 転倒 災害 プ ロ ジェ クト 」

に基 づく 対策 の 推 進に 併せ て、 愛 知 労働 局が 制作 し た 「愛 知労

働局 転倒 予防 体 操 」の 取組 啓発 を 推 進し ます 。  

⑥外 国人 労働 者 の 労働 災害 防止 対 策  

 言 葉の 問題 に よ り、 外国 人労 働 者 が内 容を 確実 に 理 解で きる

方法 によ る安 全 衛 生教 育が 求め ら れ るこ とか ら、 厚 生 労働 省ホ

ーム ペー ジに 掲 載 され た外 国語 の 安 全衛 生教 育教 材 の 周知 ・活

用の 徹底 を図 り ま す。 また 、技 能 講 習等 を行 う講 習 機 関に おい

て外 国人 労働 者 に 配慮 した 講習 の 実 施に つい て働 き か けを 行い

ます 。  

 （ ３ ） 労 働 者 の 健 康 確 保 対 策  

  ① 労 働者 の 心 身の 健康 確保 の た めの 総合 対策  

   健 康診 断 の 実施 等を 中心 と し た健 康確 保措 置 と 、 そ れら を踏

まえ た 健 康確 保 増 進措 置の 総合 的 な 実施 の推 進に 努 め ます 。  

  ② 化 学物 質 ・ 粉じ んに よる 健 康 障害 防止 総合 対 策  

   令 和３ 年 ７ 月の 「職 場に お け る化 学物 質等 の あ り方 に関 する

検討 会報 告書 」 を 踏ま え、 今後 の 化 学物 質管 理の 中 核 とな る化
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学物 質リ スク ア セ スメ ント 等に つ い ての 認識 を深 め 、 自律 的な

管理 の重 要性 に つ いて 普及 促進 を 図 りま す。  

   ま た 、粉 じ ん対 策に つい て は 、平 成 30 年度 か ら令 和４ 年度 ま

でを 実施 期間 と す る「 第９ 次粉 じ ん 障害 防止 総合 対 策 」に 基づ

く推 進を 図る と と もに 、自 律的 管 理 のた めの 知識 普 及 に努 めま

す。   

③石 綿に よる 健 康 障害 防止 対策  

 地 方自 治体 と 情 報共 有を 図り つ つ 、令 和２ 年等 に 改 正さ れた

石綿 障害 予防 規 則 の遵 守徹 底を 図 り ます 。特 に、 令 和 ４年 ４月

着工 の工 事か ら 適 用さ れる 事前 調 査 結果 の報 告の 徹 底 等に つい

て、 事業 者に 必 要 な指 導を 行い ま す 。  

④熱 中症 予防 対 策  

 熱 中症 の発 生 件 数は 暑さ 指数 と 明 確に 関連 して お り 、予 防に

つい ても 一定 の 科 学的 アプ ロー チ が 可能 であ るこ と か ら、 予防

対策 を考 慮し 、 夏 期を 迎え る前 に 、 パン フレ ット 「 熱 中症 を防

ごう 」を 活用 し た 集中 的な 取組 と 推 進を 図り ます 。  

⑤受 動喫 煙対 策 、 事務 所等 にお け る 労働 衛生 対策  

 「 職場 にお け る 受動 喫煙 防止 の た めの ガイ ドラ イ ン 」と 令和

３年 12 月 施行 の 改正 事務 所衛 生 基 準規 則等 (照度 に 関す る規 定

は令 和４ 年 12 月 施行 )等 に つい て 周知 を図 り、 円 滑 な施 行に 努

めま す。  

⑥職 場に おけ る 新 型コ ロナ ウイ ル ス 感染 症の 拡大 防 止 対策 等  

 引 き続 き「 職 場 にお ける 新型 コ ロ ナウ イル ス感 染 症 の拡 大を

防止 する ため の チ ェッ クリ スト 」 や 感染 防止 に関 す る 「取 組の

５つ のポ イン ト 」 等の 普及 に取 り 組 みま す。  

 (４ )法 定 労 働 条 件 の 確 保 ・ 改 善 対 策  

   新 型コ ロ ナ ウイ ルス 感染 症 の 影響 を踏 まえ 、 企 業に 対し て適

切な 労務 管理 に 関 する 啓発 指導 を 実 施し ます 。  

   ま た、 新 型 コロ ナウ イル ス 感 染症 の影 響に よ っ て倒 産 し た企

業の 未払 賃金 に つ いて は、 不正 受 給 防止 に留 意し つ つ 、未 払賃

金立 替払 制度 を 迅 速か つ適 正に 運 用 し、 被害 労働 者 の 救済 を図

りま す。  

   監 督指 導 に おい て労 働基 準 関 係法 令の 遵守 の 徹 底を 図る とと

もに 、「労 働 時間 の 適正 な把 握の た め に使 用者 が講 ず べ き措 置に

関す るガ イド ラ イ ン」 の周 知を 図 り ます 。 な お、 賃 金 不払 残業

が認 めら れた 場 合 には 、そ の是 正 を 指導 し、 重大 悪 質 な事 案に

つい ては 司法 処 分 を含 め、 厳正 に 対 処し ます 。  

 (５ )最 低 賃 金 の 適 切 な 運 営 に 向 け た 対 策  

   県 内経 済 動 向、 地域 の実 情 等 を踏 まえ 、愛 知 地 方最 低賃 金審

議会 の円 滑な 運 営 を図 り、 あら ゆ る 機会 を捉 えて 、 改 定さ れた
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最低 賃金 額の 周 知 徹底 を図 りま す 。  

   ま た、 最 低 賃金 の履 行確 保 に 問題 があ ると 考 え られ る事 業場

に対 して は監 督 指 導を 行っ てい き ま す。  

 （ ６ ） 労 災 補 償 制 度 の 適 切 な 運 営 に 向 け た 対 策  

   労 災保 険 給 付の 請求 に対 し て は、 請求 受付 後 、 速や かに 必要

な調 査を 実施 し 迅 速な 事務 処理 を 推 進す ると とも に 、 法令 、認

定基 準に 基づ い た 適切 な認 定を 行 っ てい きま す。  

   特 に、 認 定 まで に時 間を 要 す る脳 心事 案や 精 神 事案 など の複

雑困 難事 案に つ い ては 、脳 ・心 臓 疾 患に 係る 認定 基 準 の改 正を

踏ま え、 関係 部 署 が連 携し て、 認 定 基準 等に 基づ い た 適切 な認

定及 びよ り一 層 迅 速な 処理 に努 め て まい りま す。  

 


